







































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 45 号（2019 年 3 月 15 日）
５．おわりに
　今回の学習指導要領の改訂にあたって，平成
28年12月の中央教育審議会答申では，下記の
通り基本的な方向性，各教科等における改訂の
具体的方向性などが示されている。
・各職業分野に関する課題（持続可能な社会
の構築，グローバル化・少子高齢化への対
応等）を発見し，職業人としての倫理観を
もって合理的かつ創造的に解決する力を育
成する。
・職業人として必要な豊かな人間性を育み，
よりよい社会の構築を目指して自ら学び，
産業の振興や社会貢献に主体的かつ協働的
に取り組む態度を育成する。
　「ソーシャルビジネス」を学ぶことによって，
中教審の示しているよりよい社会の構築を目指
して社会貢献に主体的かつ協働的に取り組む態
度を育成することに繋がると考える。
　今こそ，「地域産業をはじめ経済社会の健全
で持続的な発展を担う職業人として必要な資
質・能力を育成する」ことを目指すことを狭く
考えずに，日本のみならず，世界的な視野で社
会的課題を考え，解決するために，ビジネスで
できることは何だろうかと思考する人材が必要
である。
　高校生を中心とした若い世代に，このような
社会貢献やソーシャルビジネスに関する教育を
行う取り組みが全国的に広がることを期待した
い。
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